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I. 序論 

1. 目標設定理論 

1) 目標設定とパフォーマンス  

 人間が意図的に行う行動には必ず目標が伴い（三浦，1996；腰塚，2009），個人の意識的

な目標は行動を直接規制する機能を持ち，行動やパフォーマンスに影響を与えると考えられ

ている（Locke, 1968; Weinberg, 1994）．目標設定は日常生活やビジネス，スポーツ等の場

面において頻繁に行われており，パフォーマンス向上や課題遂行の方略として用いられてい

る（三浦，1996；Kingston and Wilson, 2008）．目標設定が個人の動機づけを高め，パフォ

ーマンスに影響を与えるメカニズムは，次の 4 つの段階をもって説明される（Locke et al., 

1981; Locke and Latham, 2002)．  

①「方向づけ」：目標が課題へと注意を向けさせ，より多くの時間を費やすようになる 

②「努力」：困難な課題や目標が高いレベルの努力を促進する 

③「持続性」：高い目標がより努力を持続させる 

④「戦略の発展」：目標が課題の達成に向けた適切な戦略や行動を発展させる 

 すなわち，目標の設定が課題に対する意識づけとなり，達成へ向けた努力の持続，行動の

変容や工夫が促進され，パフォーマンスの向上につながるのである．また，目標設定が個人

の動機づけを喚起するメカニズムは，達成しようとする明示的な目標や基準と自身の現状と

の不一致から説明される．目標と現状の不一致を認知することによって自己不満が生じ，目

標を達成できないことによる不満感を解消しようとする動機づけと，目標を達成することに

よる満足感を得ようとする動機づけの両方が，より高い努力への誘因となる（Bandura and 

Cervone, 1983；腰塚，2009）． 

このような目標が持つ心理学的な特性を解明し，パフォーマンスや動機づけへの影響を探

ることを目指したのが Locke (1968) の「目標設定理論（goal-setting theory）」であり，目

標設定に関する多くの研究は目標設定理論をもとに行われてきた（三浦，1996；磯貝，2004）． 

目標設定理論は，意識的な目標とタスクパフォーマンスの関係を説明する動機づけの理論

であり，①困難な目標は容易な目標よりも高いレベルのパフォーマンスを生み出し，②具体

的な目標はベストを尽くすというような曖昧な目標よりも高いレベルのパフォーマンスを

生み出すと考えられている（Locke, 1968; Locke and Latham, 1990, 2002, 2019）．これまで

に，目標設定理論に関する研究は産業分野や教育分野など幅広い分野で行われており（Locke 

et al., 1981; Weinberg, 1994），その多くが具体的かつ困難でやりがいのある目標は，ベスト
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を尽くすという目標，または目標がない場合よりも高いレベルのタスクパフォーマンスにつ

ながるという仮説を支持している(Mento et al., 1987)．多様な課題や状況設定を用いた多く

の実験的研究と現場的研究の結果をもとに，この仮説は内的妥当性と外的妥当性の両面で信

頼できるものとして認められている（Locke et al., 1981; Weinberg, 1994）．特に目標の難易

度とパフォーマンスの間には，高い目標難易度で被験者が能力の限界に達した場合を除いて，

正の相関がみられることが示されており（Weinberg, 1994; Locke and Latham, 2019），こ

れらの目標の具体性や難易度とパフォーマンスの関係性は，社会科学における一貫性のある

知見として認められている（Weinberg, 1994; 磯貝，2004）． 

 

2) 目標の特性・モデレーター 

どのような特性の目標設定がパフォーマンスに関係するのかについてこれまでに，自己効

力感，目標の志向性，目標の割り当て，目標の期間，目標の種類，目標の個数など様々な側

面から研究が進められている（Locke and Latham, 2013, 2019）．その中でも目標設定理論

の根幹をなす目標の特性は「目標の困難性」や「目標の明確性」である（Mento et al., 1987; 

Weinberg,1994）．また，個人の目標とパフォーマンスの関係には目標の特性以外に，コミ

ットメントや競争性の程度，被験者の能力，金銭的な報酬，時間の制限，パフォーマンスに

対するフィードバック，実験者やマネージャーの協力，意思決定への参加，目標の受容など

の様々な要因が影響を与えると考えられている（Locke et al., 1981; Weinberg, 1994）．これ

らの要因の中でも特に重要視されているのが，目標に対するコミットメントや結果のフィー

ドバックである（Locke and Latham, 2013）． 

 目標に対しての強いコミットメントは，個人の動機づけを高め，より高いパフォーマンス

につながるとみなされ，目標とパフォーマンスの関係は目標にコミットしているときに最も

強くなるとされる（Locke and Latham, 2002）（図 1）．またコミットメントの効果は特に

目標が困難である場合に重要であり，困難な目標にコミットすることで高いパフォーマンス

につながることが示されている（Klein et al., 1999; Locke and Latham, 2013; Klein et al., 

2013）． 

また人は目標達成に向けて前進しているという評価を望んでいるため，フィードバックが

得られなければ効果的な遂行は期待できない（磯貝，2004）とされ，目標設定とフィードバ

ックはどちらか一方よりも，あわせて用いる方がよりパフォーマンスの向上につながること

が示されている（Locke and Latham, 2002, 2013）． 
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図 1 目標の設定および目標に対するコミットメントとパフォーマンスの関係性 

 

2. スポーツにおける目標設定理論研究 

1) 目標設定理論のスポーツ分野への適用 

Locke and Latham (1985) は，産業分野などで得られた目標設定理論に関する仮説や知見

を，スポーツの分野に対しても適用することを提案し，スポーツ場面における目標設定に関

する 10 個の仮説（表 1）を提示した． 

 

1 具体的な目標は，一般的な目標よりも行動に影響する．

2 具体的な目標では，能力とコミットメントがある場合，目標が高いほどパフォーマンスが向上する．

3 具体的で困難な目標は，ベストを尽くすという目標

および目標がないよりも高いパフォーマンスをもたらす．

4 短期目標と長期目標の設定は，長期目標だけの設定よりも高いパフォーマンスをもたらす．

5 目標は，活動の方向づけ，努力の喚起，持続の増進，

適切な課題方略を探す動機づけによってパフォーマンスに影響する．

6 目標設定は，目標への進歩の程度を示すフィードバックが得られるときに最も効果的になる．

7 困難な目標では，コミットメントが強いほどパフォーマンスが向上する．

8 コミットメントは，目標の受容，サポートの提示，目標設定への参加，トレーニング，

選手選抜，報奨および報酬が関わることによって強化される．

9 目標の達成は，特に課題が複雑で長期にわたるとき，適切な行動計画や方略によって促進される．

10 競争は，目標の高さやコミットメントの増加の程度に応じてパフォーマンスを向上させる．

　表1　スポーツの目標設定に関する10の仮説（Locke and Latham, 1985）
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この仮説をもとに，スポーツにおける目標設定理論に関する研究は活発に行われるように

なり，目標設定の難易度，目標設定の具体性，および目標設定の期間とパフォーマンスの関

係性を中心テーマとして多くの研究が行われてきた（Weinberg, 1994; 磯貝，2004；深山，

2013）．スポーツ分野における 36 の研究を対象としたメタ分析では，パフォーマンス向上

のための目標設定の有効性は，この理論の対象として想定された産業場面だけでなくスポー

ツ場面においても十分確立されていることが示されている（Kyllo and Landers，1995）．ス

ポーツ分野の研究においても，個人の目標がパフォーマンスに対する自己効力感の効果を媒

介すること（Kane et al., 1996）や，具体的な目標設定がパフォーマンスを高めること

（Weinberg et al., 1988）などが報告されている．ラグビー選手を対象とした研究（Mellalieu 

et al., 2006）においても，タックル成功数などの自身の試合中のパフォーマンスに関する目

標を設定し意識付けを行うことによって，シーズンの前後半でパフォーマンスの向上がみら

れるなど目標設定自体の有効性は実証されている．一方で，どのような特性の目標を設定す

べきかについて，産業分野における目標設定理論ほど強固な関係性が示されていないことが

報告されている（Kyllo and Landers, 1995）．産業分野では，目標設定理論の根幹である「目

標の困難性」や「目標の明確性」とパフォーマンスの間には，直線的な線形関係があること

が確立されており（Locke et al., 1981; Locke and Latham, 2019; Weinberg, 1994），社会科

学における一貫性のある知見とされてきた（Weinberg, 1994; 磯貝，2004）．しかしスポー

ツ分野では，目標設定理論で示されたような目標の特性やモデレーターとパフォーマンスの

関係性は，現在に至っても不明瞭である（Jeong et al., 2021）．特にスポーツ分野研究にお

ける目標の困難性や明確性に関しては，以下のように産業分野とは異なる見解が示されるこ

ともあり，スポーツ分野での目標設定とパフォーマンスに関する研究について，さらなる実

証研究が必要であることが示唆されている（Kyllo and Landers，1995; 深山，2013）． 

 

2) 目標の困難性 

 スポーツ分野においても産業分野と同様に，困難な目標を設定するほど高いパフォーマン

スをもたらすという仮説が立てられている（Locke and Latham，1985）．しかしスポーツ分

野の多くの研究でこの仮説は支持されておらず，目標の困難性とパフォーマンスの間に線形

関係があるとする実証研究は半数ほどであることが示されている（Jeong et al., 2021）．Kyllo 

and Landers (1995) のメタ分析においては，困難な目標設定や容易な目標設定と比べて中程

度の難易度の目標設定が最もパフォーマンスの向上に効果的であることが示されている．中
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程度の難易度の目標設定がパフォーマンスを高めることは，主観的成功確率が 50％のときに

最も動機づけが高まるとされる期待価値理論（Atkinson, 1957）から説明され，主観的な成

功確率と動機づけの関係（図 2）と同様に，スポーツのパフォーマンスにおける目標の難易

度と動機づけの高さとの間には，逆 U 字の関係があるとの見解もみられる（佐々木，2019）． 

さらに，困難性の異なる目標を設定された各群において有意な差がみられなかった研究も

含めて（Weinberg,1994; Jeong et al., 2021），スポーツ分野における目標の困難性とパフォ

ーマンスの関係性については，一致した知見を示せていない．多くの研究で産業分野にみら

れる線形関係との矛盾が生じていることに対する説明として，スポーツ場面においては設定

された目標の困難性にかかわらず多くの被検者が自発的に目標を設定していることや，目標

の困難性に関する設定が研究ごとに一貫したものでないことが影響している可能性が示唆

されている（Weinberg,1994; Jeong et al., 2021）． 

0 50 100

グラフタイトル

(%)

 

図 2 主観的な成功確率と動機づけ水準（Atkinson, 1957 をもとに作成） 

 

3) 目標の明確性 

Locke and Latham(1985)は，スポーツ場面においても具体的かつ困難な目標は，ベストを

尽くすという目標，または目標がない場合よりも高いレベルのパフォーマンスにつながると

いう仮説を提示したが，スポーツ場面における目標の具体性とパフォーマンスの関係性につ

いては，この仮説を検証した研究では一致した知見がみられない（磯貝，2004；Weinberg, 

1994；Jeong et al., 2021）． 
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産業場面とスポーツ場面の差異については，スポーツ場面では通常，内的または外的な結

果に対するフィードバック（例えば腹筋運動の回数など）が行われ，結果としてベストを尽

くすという目標が設定されたコントロール群においても，被験者による自発的な目標設定が

行われるという問題が指摘されている（Weinberg, 1994）．スポーツ場面における目標の明

確性に関しては，フィードバックや自発的な目標設定など様々要因が影響し，統一した知見

が示されていないと考えられる（磯貝，2004）ことから，さらなる実証研究の必要性が示唆

されている（深山，2013）． 

 

4) モデレーター 

 目標設定とパフォーマンスの関係を促進する要因である目標へのコミットメント，課題の

複雑さ，課題の割り当てなどのモデレーターは，スポーツ場面の中ではフィードバック以外

にほとんど考慮されてこなかったことが報告されている（Jeong et al., 2021）．またスポー

ツ分野では，目標設定理論におけるモデレーターを正確に測定できる心理統計学的尺度はほ

とんど存在せず，モデレーターに関連する心理測定尺度開発が必要であることや，その有用

性が指摘されている（Jeong et al., 2021）． 

 

3. 日本における研究 

 日本では，達成目標理論をもとにした目標志向性と動機づけの関係性についての研究（伊

藤，1996）など，スポーツ場面での動機づけに関する研究は多く行われている．そのなかで

も目標とパフォーマンスに着目した研究は，藤田・末吉（2010）による目標志向性とシャト

ルランテストのパフォーマンスに関する研究などわずかであり，スポーツ場面での目標設定

とパフォーマンスに関する研究は，欧米に比べてあまり行われていない．また，目標設定理

論をもとにした，目標の難易度や具体性とパフォーマンスに関する研究はほとんど行われて

いないといえる．産業場面における研究成果と比較して，スポーツ場面における目標設定と

パフォーマンスの関係性に関する研究については，目標の明確性など一致した知見が示され

ていない部分も多く，スポーツ場面において，競技，課題の内容，年代，文化，目標の設定

方法など，様々な環境下での実証研究が必要であると考えられる．こうした背景をもとに，

日本においてもスポーツ場面での目標設定理論の適用に関する研究を進めていく必要があ

るといえる．  
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4. 目標の困難性・明確性・コミットメントに関する尺度 

 目標設定理論のスポーツ場面への適用に関する実証研究では様々な課題（Weinberg,1994; 

Jeong et al., 2021）が指摘されており，目標の困難性や明確性を正確に測定し評価すること

が重要であるといえる．スポーツ場面における目標設定理論に関する尺度では，目標に関連

する包括的なスキル（徳吉・岩崎，2012）や計画的に目標を設定するスキル（島本ほか，2013；

幾留ほか，2017）を評価する尺度などが開発され，その信頼性と妥当性の検証が行われてい

る．しかしこれらの尺度は個人が適切な目標設定を行う能力に関する尺度であり，設定され

た目標そのものの困難性，明確性，コミットメントを評価する尺度としては使用が難しい． 

これまでに日本で使用された目標の困難性や明確性，コミットメントに関する尺度では，研

究ごとに単一の項目が作成されるなど（児玉ほか，2017），信頼性や妥当性の検証された日

本語の尺度は開発されていないといえる． 

 

5. 研究目的 

 そこで本研究では，目標設定理論のなかでも中核的な役割を果たす，目標の困難性，目標

の明確性，目標へのコミットメントを評価する尺度として，スポーツ場面に適用可能な日本

語目標設定尺度を作成し，その信頼性と妥当性を検証することを目的とする．  

 

II. 予備研究 

1. 予備調査Ⅰ 

1) 対象者および時期 

部活動・サークル活動など日常的な運動習慣を持つ，関東地区の大学 3 校の大学生・大学

院生 42 名を対象として，質問紙調査を実施した．対象者の専門種目は，サッカー，バスケ

ットボール，硬式野球，準硬式野球，バレーボール，ゴルフ，フットサル，セパタクロー，

総合格闘技，水泳，チアリーディング，キックボクシングの 12 種目であった．調査は，2021

年 10 月にアンケート用紙への記入によって行われた． 

また倫理的配慮として，研究の目的，データの取り扱い，研究協力は回答者の自由意志で

決定でき，途中で参加を取りやめることが可能な旨などを書面または口頭にて説明し，同意

が得られた場合にのみ無記名での調査を行った． 

 

2) 調査項目 
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（1）手続きおよび内容的妥当性の検討 

質問項目の作成にあたり，目標設定理論に基づく，目標の困難性，目標の明確性，目標へ

のコミットメントに関する質問紙の邦訳を行った．併せて，産業場面を想定した文章からス

ポーツ場面を想定した文章へ表現を修正した．邦訳および表現の修正については，スポーツ

心理学に精通する大学教授 1 名と，スポーツ心理学分野を専攻する博士課程および修士課程

在籍の大学院生 8 名による検討を行い．原文の意味を正しく反映した訳であるか，スポーツ

場面における自然な表現であり，回答者にとってわかりやすい表現となっているかについて

合意を得た．また，それぞれの質問項目がスポーツ場面における目標の困難性，明確性，コ

ミットメントを表したものであるかについて，内容的妥当性の検討も併せて行われた． 

 

（2）目標の困難性 

スポーツにおける目標の困難性に関する質問項目は，Kwan et al. (2013) によって再検討

された目標設定尺度（Goal-Setting Questionnaire）における，外部参照型の目標の困難性

（Goal difficulty）の 4 つの項目をもとに作成した．” For the average employee in the same 

level job and who has a similar level of education and experience as you, the goals that you 

have in relation to this employee’s goals would require” は，「あなたが持っている目標は，

あなたと同じようなレベルの選手（チームメイトやよく対戦する相手）からみて，どのよう

にみえると思いますか．」と表現を変更し，“require extreme challenge” は「目標を達成す

ることはむずかしい」，“require enormous effort”は，「目標を達成するには努力が必要であ

る」，“require an extreme degree of thought and problem solving skill”は，「目標を達成する

には考える力や課題を解決する力が必要である」，“require an enormous amount of 

persistence and tenacity”は，「目標を達成するにはあきらめずに頑張る力が必要である」へ

とそれぞれ修正を行った． 原版と同様に，回答はすべて 5 件法（1 むずかしくない ～ 5 と

てもむずかしい，または，1 ほとんど必要ない ～ 5 かなり必要である）で求めた． 

 

（3）目標の明確性 

目標の明確性に関する質問項目は，目標設定尺度（Kwan et al., 2013）における目標の明

確性（Goal clarity）の 6 つの項目をもとに作成した．各質問項目はスポーツ場面を想定し， ”I 

understand how my performance is measured on this job” を「自分のプレーが周りの人から

どのように評価されているか理解している」， “My boss clearly explains to me what my goals 
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are” を「監督・コーチは，自分の課題が何であるかをわかりやすく教えてくれる」， “I have 

unclear goals on this job” を「スポーツに取り組む上で，自分の目標が何なのか，はっきり

としていない」， “I understand exactly what I am supposed to do on my job” を「スポーツ

に取り組む上で，自分がどんなことをするべきかを正しく理解している」， “I have specific, 

clear goals to aim for on my job” を「スポーツに取り組む上で，自分には目指すべき具体的

ではっきりとした目標がある」， “If I have more than one goal to accomplish, I know which 

ones are most important and which are least important” を「スポーツでの目標がいくつかあ

る場合，どの目標から達成するべきかわかっている」へと修正した．回答はすべて 5 件法（1

あてはまらない ～ 5 あてはまる）で求めた． 

 

（4）目標へのコミットメント 

目標へのコミットメントに関する質問項目は，Klein et al. (2001) によって検証が行われ

た 5 項目版の HWK Goal Commitment Items (Hollenbeck et al., 1989) 尺度をもとに作成し

た．各質問項目はスポーツ場面を想定し，“It’s hard to take this goal seriously” を「スポーツ

での自分の目標について，まじめに考えるのは，むずかしい」， “Quite frankly, I don’t care 

if I achieve this goal or not” を「正直に言って，自分がスポーツでの目標を達成できるかど

うかは気にしていない」， “I am strongly committed to pursuing this goal” を「スポーツで

の自分の目標を達成するために，かなり力を入れて取り組んでいる」， “It wouldn’t take 

much to make me abandon this goal” を「スポーツでの自分の目標をあきらめたとしても，

あまり気にしないだろう」， “I think this is a good goal to shoot for” を「スポーツでの自分

の目標は，目指すべき良い目標だと思う」へと修正した．回答はすべて 5 件法（1 あてはま

らない ～ 5 あてはまる）で求めた． 

 

3) 統計処理 

 因子構造を検討するために，15 個の質問項目について最尤法，プロマックス回転による探

索的因子分析を行った．分析には IBM SPSS Statistics バージョン 28 を使用した． 

 

4) 結果 

 因子数を 3 または 4 に固定して因子分析を行ったところ，目標へのコミットメントを想定

した質問項目が 2 つの因子に分かれる結果となった．また，因子負荷量が .40 を下回る項目



10 

 

が複数みられた． 

 

1. 予備調査Ⅱ 

1) 対象者および時期 

関東地区の大学 1 校の体育部活動に所属する大学生，および運動習慣を持つ大学生・大学

院生 145 名を対象として，質問紙調査を実施した．対象者の専門種目は，サッカー，バスケ

ットボール，硬式野球，準硬式野球，軟式野球，ソフトボール，バレーボール，ゴルフ，水

泳，ウエイトリフティング，剣道，フェンシング，空手，合気道，ボクシングの 15 種目で

あった．調査は，2021 年 10 月から 11 月にアンケート用紙への記入によって行われた． 

また倫理的配慮として，研究の目的，データの取り扱い，研究協力は回答者の自由意志で

決定でき，途中で参加を取りやめることが可能な旨などを書面または口頭にて説明し，同意

が得られた場合にのみ無記名での調査を行った． 

 

2) 調査項目 

（1）手続き 

予備調査Ⅰの結果を受けて，各因子にそれぞれ質問項目を追加し，スポーツ場面における

目標の困難性，明確性，コミットメントについて 26 項目からなる質問紙を作成した．また

予備調査Ⅰと同様に，邦訳および表現の修正についてスポーツ心理学を専門とする大学教授

1 名と，スポーツ心理学分野を専攻する大学院生 8 名による検討を行い．原文の意味を正し

く反映した訳であるか，スポーツ場面における自然な表現であるか等を確認した．また，部

活動場面を想定した表現の軽微な修正，および内容的妥当性の検討を行った． 

 

（2）目標の困難性 

目標の困難性に関する質問項目は，Kwan et al. (2013) の目標設定尺度では削除された項

目について，原版である Lee and Bobko (1992) の外部参照型困難性（Externally-reference 

goal difficulty）尺度をもとに，“require very high standards of performance” 「他の人よりも

高いレベルのプレーやパフォーマンスが必要である」と， “require that you discover better 

ways of doing things”「工夫が必要である」の 2 項目を追加し，計 6 項目とした．回答はす

べて 5 件法（1 むずかしくない ～ 5 とてもむずかしい，または，1 ほとんど必要ない ～ 5

かなり必要である）で求めた． 
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（3）目標の明確性 

目標の明確性に関する質問項目は，Kwan et al. (2013)の目標設定尺度をもとにした 6 項目

に加えて，徳吉・岩崎（2012）の目標行動スキル尺度を参考に，目標達成までの期間と具体

的な数値目標に関する 2 つの質問項目を追加し，計 8 項目とした．追加した項目は，「スポ

ーツでの自分の目標をいつまでに達成するか，期限を決めている」，「スポーツに取り組む

上で，回数やタイムなど具体的な数値目標がある」であった．また，大学生の部活動場面を

想定し，「監督・コーチ・キャプテンは，自分の課題が何であるかをわかりやすく教えてく

れる」の項目の，「監督・コーチ」を「監督・コーチ・キャプテン」へ表現を修正した．回

答はすべて 5 件法（1 あてはまらない ～ 5 あてはまる）で求めた． 

 

（4）目標へのコミットメント 

目標へのコミットメントに関する質問項目は，Klein et al．(2001)の 5 項目版尺度の原版

である Hollenbeck et al.  (1989) の Goal Commitment Items をもとにした 9 項目に加えて，

筆野・西岡（2019）の目標設定スキル尺度における「達成への意志」に関する質問項目を参

考に 3 項目を追加し，計 12 項目とした．予備調査Ⅰからの追加項目は，「スポーツでの目

標を達成することは，自分にとって現実的でない」，「今後の状況によっては，スポーツで

の自分の目標を変える必要がありそうだ」，「スポーツでの自分の目標達成へ向けて取り組

んでも，得るものはあまりない」，「スポーツでの自分の目標を達成するために，いつも以

上の努力を進んで行っている」の 4 項目（Hollenbeck et al., 1989），および「スポーツでの

自分の目標をよく意識して生活している」，「スポーツでの自分の目標達成への取り組みを，

ねばり強く続けている」，「スポーツでの自分の目標を達成できなかったときは，もう一度

挑戦する」の 3 項目（筆野・西岡，2019）であった．回答はすべて 5 件法（1 あてはまらな

い ～ 5 あてはまる）で求めた． 

 

2) 統計処理 

 因子構造を検討するために，26 個の質問項目について最尤法，プロマックス回転による探

索的因子分析を行った．分析には IBM SPSS Statistics バージョン 28 を使用した． 

 

3) 結果 

予備調査Ⅰの結果と同様に，3 因子構造と 4 因子構造のどちらを想定した因子分析におい
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ても，目標へのコミットメントに関する質問項目が 2 つの因子を構成する結果となった．そ

こで 4 因子構造を仮定して分析を続け，因子負荷量が .40 を下回る項目の削除を行ったとこ

ろ，困難性項目 1 因子，明確性項目 1 因子，コミットメント項目 2 因子の 4 因子構造が得ら

れることが示された．サンプル数の増加によって因子負荷量が変化する可能性を考慮し，予

備調査の段階では項目の削除は行わず，26 個の質問項目での本調査を行うこととした． 

 

III. 本調査Ⅰ 

1. 方法 

1) 対象者および時期 

関東地区の大学 2 校の体育部活動に所属する 540 名の大学生を対象として，スポーツ場面

における目標の困難性，明確性，コミットメントに関する質問紙調査を実施した．対象者の

年齢は 18～22 歳（M = 19.85，SD = 1.16），競技年数は 1～19 年（M = 9.59，SD = 4.60）

であった．また対象者の専門種目は，ラグビー，ウエイトリフティング，サッカー，アメリ

カンフットボール，水泳，柔道，バスケットボール，バレーボール，アーチェリー，弓道，

馬術，近代五種，バドミントン，硬式テニス，軟式テニス，体操，ラクロス，卓球，硬式野

球，準硬式野球，ソフトボール，ホッケー，ボート，ヨット，スキー，スケート，相撲，チ

アリーディング，ゴルフ，ハンドボール，少林寺拳法，日本拳法の 32 種目であった．調査

は，アンケート用紙への記入または Google フォームを用いた Web アンケートへの記入によ

って，2021 年 11 月から 12 月に行われた．得られた回答のうち欠損値を含む回答者や，逆

転項目とそれに対応する質問項目についてすべて 1 または 5 で同一の回答を行った回答者を

除く，506 名（男性 319 名・女性 187 名，有効回答率 93.7％）を分析の対象とした． 

 

2) 調査項目 

 質問紙調査における調査項目は，学年，年齢，性別，専門競技，競技年数，競技成績，自

己競技力評価，具体的な目標の内容，および予備調査Ⅱで用いた 26 個の質問項目とした．

26 個の質問項目については，すべて 5 件法（1 あてはまらない～5 あてはまる，1 むずかし

くない～5 とてもむずかしい，1 ほとんど必要ない～5 かなり必要である）で回答を求めた．

また，回答者が自身のスポーツにおける目標やスポーツ場面について想起しやすいよう，現

在取り組んでいる具体的な目標について自由記述で回答を求めた． 
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3) 統計処理 

 26 個すべての質問項目について最尤法，プロマックス回転による探索的因子分析を実施し，

因子構造の検討を行った．尺度の信頼性を検討するため，内的整合性を示すクロンバックの

α係数を算出した．また確認的因子分析によってχ²/df，GFI，AGFI，CFI，TLI，RMSEA，

SMRM の各モデル適合度指標を算出し，妥当の検証を行った．分析には IBM SPSS Statistics 

バージョン 28 および IBM SPSS Amos 28 Graphics を使用した． 

 

4) 倫理的配慮 

研究の目的，データの取り扱い，研究協力は回答者の自由意志で決定でき，途中で参加を

取りやめることが可能な旨などを書面または口頭にて説明し，同意を得られた場合にのみ無

記名での調査を行った．また調査は，早稲田大学の「人を対象とする研究に関する倫理委員

会」の承認を得て行われた（承認番号 2021-196）． 

 

2. 結果および考察 

1) 探索的因子分析 

スクリープロットを用いて固有値から因子数を検討したところ，2 因子または 4 因子が妥

当であると解釈された．また，目標へのコミットメントに関する質問項目のみを対象に探索

的因子分析を行った結果，1～6 までの質問項目と 7～12 までの質問項目からなる 2 因子解

が得られた．各因子の解釈可能性も踏まえ，予備調査Ⅱと同様に困難性項目 1 因子，明確性

項目 1 因子，コミットメント項目 2 因子の 4 因子構造を想定し，26 個の質問項目について

探索的因子分析を行った．尺度開発における先行研究（島本ほか，2013；筆野・西岡，2019）

の手順と同様に因子負荷量が .40 に満たない項目を削除し，すべての項目が ,40 以上の因子

負荷量を示すまで分析を続けた．その結果 21 項目 4 因子からなる質問紙尺度の因子構造が

得られた（表 2）． 

コミットメントに関する項目は，予備調査の結果と同様に 2 つの因子で構成される因子構

造が得られた．第 1 因子は，Klein et al. (2001) の 5 項目版尺度および，Hollenbeck et al. 

(1989) の Goal Commitment Items の目標コミットメント尺度における逆転項目のみで構成

された．これらの項目は，「スポーツでの自分の目標をあきらめたとしても，あまり気にし

ないだろう」や「正直に言って，自分がスポーツでの目標を達成できるかどうかは気にして

いない」など目標の達成，または未達成に対してどれくらい関心があるかについての項目で
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あり，目標へのコミットメントのうち，「目標達成への関心」を示す因子であると解釈され

た．またすべての項目がコミットメントに対する逆転項目であるため，目標達成への関心が

低いほど得点が低くなる下位因子となった． 

 

第1因子 第2因子 第3因子 第4因子

目標達成への関心 α = .754

6 スポーツでの自分の目標達成へ向けて取り組んでも、得るものはあまりない 1.59 .895 .744 .072 .014 -.114

3 スポーツでの自分の目標をあきらめたとしても、あまり気にしないだろう 1.94 1.045 .737 -.091 .097 .009

2 正直に言って、自分がスポーツでの目標を達成できるかどうかは気にしていない 2.16 1.161 .646 -.013 .169 -.064

4 スポーツでの目標を達成することは、自分にとって現実的でない 1.97 .960 .593 -.092 -.108 .155

1 スポーツでの自分の目標について、まじめに考えるのは、むずかしい 2.25 1.218 .450 -.021 -.068 .117

目標達成への意欲 α = .871

9 スポーツでの自分の目標を達成するために、いつも以上の努力を進んで行っている 3.71 .988 .008 .837 -.012 -.001

11 スポーツでの自分の目標達成への取り組みを、ねばり強く続けている 3.86 .944 .028 .792 .041 .009

10 スポーツでの自分の目標をよく意識して生活している 3.56 1.042 .044 .764 .097 -.067

7 スポーツでの自分の目標を達成するために、かなり力を入れて取り組んでいる 3.83 1.026 .005 .714 .061 .027

12 スポーツでの自分の目標を達成できなかったときは、もう一度挑戦する 3.80 1.101 -.106 .580 -.088 .006

8 スポーツでの自分の目標は、目指すべき良い目標だと思う 4.22 .948 -.117 .567 .000 .112

目標の明確性 α = .778

16 スポーツに取り組む上で、自分には目指すべき具体的ではっきりとした目標がある 4.00 .933 .017 .033 .803 .082

15 スポーツに取り組む上で、自分がどんなことをするべきかを正しく理解している 3.77 .832 .152 .040 .675 -.053

17 スポーツでの目標がいくつかある場合、どの目標から達成するべきかわかっている 3.76 .963 .035 .052 .601 .026

18 スポーツに取り組む上で、自分の目標が何なのか、はっきりとしていない 2.04 1.098 .267 .062 -.576 -.040

目標の困難性 α = .795

あなたと同じようなレベルの選手からみて、あなたが持っている目標を

22 達成するには「努力」が必要である 4.25 .828 -.094 -.050 -.036 .745

26 達成するには 「工夫」が必要である 4.21 .872 .066 .023 .075 .735

23 達成するには「考える力」や「課題を解決する力」が必要である 4.18 .842 -.014 -.090 .147 .700

24 達成するには「あきらめずに頑張る力」が必要である 4.33 .823 -.090 .012 .027 .688

25 達成するには「他の人よりも高いレベルのプレーやパフォーマンス」が必要である 3.97 1.039 .076 .096 -.021 .641

21 達成することはむずかしい 2.84 1.085 .192 .071 -.286 .478

1 2 3 4

1 目標達成への関心 ― -.515 -.594 -.368

2 目標達成への意欲 ― .560 .340

3 目標の明確性 ― .425

4 目標の困難性 ―

因子間相関

　表2　探索的因子分析および信頼性検討結果

項目 平均値 標準偏差
因子負荷量
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第 2 因子は Klein et al. (2001) および Hollenbeck et al. (1989) の Goal Commitment Items

のコミットメント尺度をもとにした 3 項目と，筆野・西岡（2019）の目標設定スキル尺度に

おける「達成への意志」に関する質問項目を参考にした 3 項目から構成された．項目の内容

は，「スポーツでの自分の目標を達成するために，いつも以上の努力を進んで行っている」

や「スポーツでの自分の目標は，目指すべき良い目標だと思う」など目標達成への努力や意

欲に関する項目であり，「目標達成への意欲」を示す因子であると解釈された． 

第 3 因子は，先行研究（Kwan et al., 2013; Lee and Bobko, 1992）における目標の困難性 6

項目に対応する質問項目からなる因子であり，スポーツにおける「目標の困難性」を示す因

子であると解釈された． 

また第 4 因子も同様に，4 項目すべてが先行研究（Kwan et al., 2013; Lee et al., 1991）に

おける目標の明確性に関する項目に対応しており，スポーツにおける「目標の明確性」を示

していると解釈された．4 つの因子間相関の値は，r = -.347 から -.571 および r = .334 か

ら .555 の範囲であった． 

 

2) 信頼性の検討 

信頼性の検討を行うため，探索的因子分析によって得られた各因子と尺度全体のクロンバ

ックのα係数を算出した．それぞれのα係数は，尺度全体ではα = .880，「目標達成への関

心」はα = .754，「目標達成への意欲」はα = .871，「目標の困難性」はα = .778，「目

標の明確性」はα = .795 であった．すべてにおいて .70 の基準（島本ほか，2013；横内，

2007）を上回っており，目標設定尺度の各因子は内的一貫性が確保されていることが示され

た． 

 

3) 確認的因子分析による適合度の検討 

探索的因子分析によって抽出された 4 因子構造の目標設定尺度（「目標コミットメント」

（目標達成への関心，目標達成への意欲）「目標の困難性」「目標の明確性」）について，

確認的因子分析による適合度の検討を行った．先行研究（Kwan et al., 2013）において，目

標の困難性，明確性，コミットメントはそれぞれに相関がみられることが示されており，各

因子間に共分散を仮定したモデルによる分析を実施した．モデルとデータの各適合度指標は，

χ²/df ≤ 3，GFI ≥ .90，AGFI ≥ .85，CFI ≥ .90，TLI ≥ .90，RMSEA ≤ .08，SMRM ≤ .10
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であれば十分に許容される適合であることを示し，χ²/df ≤ 2，GFI ≥ .95，AGFI ≥ .90，

CFI ≥ .95，TLI ≥ .95，RMSEA ≤ .05，SMRM ≤ .05 であればより良好な適合であること

を示す（Hu and Bentler, 1999; Karin et al., 2003; Iacobucci, 2010; 星野ら，2015）． 

確認的因子分析の結果， 4 因子構造の目標設定尺度の各適合度指標は，χ²/df = 1.892，

GFI = .944，AGFI = .925，CFI = .965，TLI = .957，RMSEA = .042，SMRM = .044 であ

った．GFI の値はデータがモデルに十分適合していることを示す ≥ .90 の値を超えており，

その他の指標はすべて良好な適合を示す値であった．したがって，本研究における４因子構

造の目標設定尺度は，モデル適合度において十分な妥当性が確保されていると考えられる． 

 

IV. 本調査Ⅱ 

1. 方法 

1) 対象者および時期 

関東地区の大学 9 校の体育部活動に所属する 147 名の大学生を対象として，質問紙調査を

実施した．対象者の年齢は 18～22 歳（M = 19.70，SD = 1.12），競技年数は 1～16 年（M 

= 7.12，SD = 4.93）であった．対象者の専門種目は，サッカー，バレーボール，ラクロス，

弓道，剣道，フェンシング，ソフトボール，陸上短距離，バドミントン，軟式テニス，準硬

式野球の 11 種目であった．調査はアンケート用紙への記入または Google フォームを用いた

Web アンケートへの記入によって，2022 年 12 月に行われた．得られた回答のうち欠損値を

含む回答者や，逆転項目とそれに対応する質問項目についてすべて 1 または 5 で同一の回答

を行った回答者を除く，138 名（男性 31 名・女性 107 名，有効回答率 93.9％）を分析の対

象とした． 

 

2) 調査項目 

質問紙調査における調査項目は，学年，年齢，性別，専門競技，競技年数，競技成績，自

己競技力評価，具体的な目標の内容，本調査Ⅰで作成した 21 項目の目標設定尺度，基本的

心理欲求尺度（Nishimura and Suzuki, 2016）のうち，有能さへの欲求充足（4 項目）および

有能さへの欲求不満（4 項目）の因子項目，自己に対する負けず嫌い（8 項目），他者に対

する負けず嫌い（8 項目）の 2 つの下位尺度で構成される負けず嫌い尺度（西田ほか，2021），

スポーツ版自己調整学習尺度（幾留ほか，2017）のうち，計画（7 項目）およびエフォート

（6 項目）の因子項目であった．質問項目については，すべて 5 件法で回答を求めた．  
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基本的心理欲求尺度における「有能さへの欲求充足」および「有能さへの欲求不満」は，

「社会の中で効力感を持ち，能力を表現しポジティブな結果を達成する力」を示している

（Nishimura and Suzuki, 2016）． 

負けず嫌い尺度は，「自己の判断基準に基づく他者あるいは自己との比較において，達成

状態ではないと判断した時に生じる感情に対して強く反発し，満足できる状態まで到達させ

ようとする比較的安定した個人的特性（西田ほか，2021）」を示している．その中には，「結

果を競う他者意識」や「目標としての他者意識」などが含まれる． 

スポーツ版自己調整学習尺度では，「計画」は「課題を綿密に分析し，明確な技術や習得

過程の目標達成へ向けて事前の熟考を行うか」に関する項目であり，「エフォート」は，「最

適な努力と集中で日常の練習に取り組んでいるか」に関する項目である（幾留ほか，2017）． 

 

3) 統計処理 

尺度の妥当性を検討するため目標設定尺度の下位尺度得点と，他の既存尺度の下位尺度得

点との相関係数を算出した．また各下位尺度得点について競技成績別の分散分析とその後の

多重比較を行い，その関連性から妥当性の検討を行った．競技成績と得点の比較検討には，

本調査Ⅰと本調査Ⅱの計 644 名分のデータを用いた．分析には IBM SPSS Statistics バージ

ョン 28 を使用した． 

 

4) 倫理的配慮 

研究の目的，データの取り扱い，研究協力は回答者の自由意志で決定でき，途中で参加を

取りやめることが可能な旨などを書面にて説明し，同意を得られた場合にのみ無記名での調

査を行った．また調査は，早稲田大学の「人を対象とする研究に関する倫理委員会」の承認

を得て行われた（承認番号 2022-196）． 

 

2. 結果および考察 

1) 各下位尺度得点間の相関 

尺度の妥当性を検討するため目標設定尺度の下位尺度得点と，他の既存尺度の下位尺度得

点との相関係数を算出した（表 3）． 

「目標達成への関心」は，基本的心理欲求の「有能さへの欲求充足（r = -.225）」，負け

ず嫌い尺度の「他者に対する負けず嫌い（r = -.343）」と弱い負の相関，負けず嫌い尺度の
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「自己に対する負けず嫌い（r = -.609）」，自己調整学習の「計画（r = -.471）」，「エフ

ォート（r = -.527）」とは中～強程度の負の相関，「有能さへの欲求不満（r = .326）」と

は弱い正の相関がみられた． 

「目標達成への意欲」は，「有能さへの欲求充足（r = .287）」と弱い正の相関，「他者

に対する負けず嫌い（r = .504）」と中程度の正の相関，「自己に対する負けず嫌い（r = .708）」，

「計画（r = .602）」，「エフォート（r = .685）」とやや強い正の相関がみられ，「有能さ

への欲求不満（r = -.250）」と弱い負の相関がみられた． 

「目標の明確性」は，「有能さへの欲求充足（r = .362）」，「他者に対する負けず嫌い

（r = .343）」と弱い正の相関，「自己に対する負けず嫌い（r = .587）」，「計画（r = .615）」，

「エフォート（r = .462）」と中～強程度の正の相関，「有能さへの欲求不満（r = -.381）」

と弱い負の相関がみられた． 

「目標の困難性」は，「有能さへの欲求充足（r = .228）」，「自己に対する負けず嫌い

（r = .346）」，「他者に対する負けず嫌い（r = .360）」，「計画（r = .295）」，「エフ

ォート（r = .328）」と弱い正の相関，「有能さへの欲求不満（r = -.192）」と弱い負の相

関がみられた．  

また，各下位尺度得点間のいずれにおいても，p < .05 で有意であり，目標の困難性と有

能さへの欲求不満（p = .02）を除くすべての相関が p < .01 で有意であった． 

 

目標達成への関心 目標達成への意欲 目標の明確性 目標の困難性

目標設定尺度

目標達成への関心 —

目標達成への意欲 -.669** —

目標の明確性 -.544** .698** —

目標の困難性 -.335** .433** .334** —

基本的心理的欲求尺度

有能さへの欲求充足 -.225** .287** .362** .228**

有能さへの欲求不満 .326** -.250** -.381** -.192*

負けず嫌い尺度

自己に対する負けず嫌い -.609** .708** .587** .346**

他者に対する負けず嫌い -.343** .504** .343** .360**

自己調整学習尺度

計画 -.471** .602** .615** .295**

エフォート -.527** .685** .462** .328**

* p  <.05　　** p <.01

　表3　目標設定尺度と各既存尺度との相関分析の結果
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目標へのコミットメントは，「目標を達成しようとする決意と，目標を放棄しようとしな

い気持ち（Hollenbeck and Klein, 1987）」であり，また「達成への決意と持続性（Klein et al., 

2013）」という観点から定義される．目標へのコミットメントによって動機づけられること

により，努力や持続性につながると考えられている（Klein et al., 2013）．目標達成への関

心・意欲で構成される目標コミットメントと「最適な努力と集中で日常の練習に取り組んで

いるか」を示す「エフォート」は，目標達成への決意による動機づけの結果である「努力」

や，「取り組みの持続」といった面で関連していると考えられ，中～強程度の相関（r = .-527，

r = .685）がみられたことは．目標設定尺度のコミットメント項目の妥当性を示していると

捉えることができる． 

また「計画」は「課題を綿密に分析し，明確な技術や習得過程の目標達成へ向けた事前の

熟考」に関する項目であり，熟考の対象である明確な目標に関連すると考えられる．「目標

の明確性」と「計画」の間には強い相関（r = .615）がみられたことから，明確性項目の妥

当性が示されていると解釈できる． 

「負けず嫌い」には，「結果を競う他者意識」や「目標としての他者意識」などが含まれ

ており，「あなたと同じようなレベルの選手（チームメイトやよく対戦する相手）からみて，

目標を達成することはむずかしい」といった項目から測定される「目標の困難性」と関連す

ることが想定された．結果として「目標の困難性」と「自己に対する負けず嫌い」および「他

者に対する負けず嫌い」との間に弱い相関（r = .346，r = .360）がみられた． 

先行研究での相関係数の基準値（r > .20（竹村ほか，2013；島本ほか，2013））や，実際

の数値（r = .36，r = -.13（萩原・磯貝，2014；川原，2015）），分析対象とした人数（n = 

90（内田・北山，2001））等を鑑みて，目標設定尺度は関連が予想される既存の尺度との間

に相関がみられたことから，一定以上の妥当性を有していると解釈できる． 

 

2) 構成概念妥当性の検討 

スポーツにおけるパフォーマンス指標として個人の競技成績を用い，各下位尺度得点との

関連から構成概念妥当性の検討を行った（表 4）．644 名の調査対象者を，出場経験のある

大会の最高成績により 4 つの群に分類した．本研究では同様の先行研究（島本ほか，2013；

幾留ほか，2017）を参考に，「国際レベル」：国際大会出場，「全国上位レベル」：全国大

会入賞，「県上位レベル」：全国大会出場・都道府県大会入賞，「県以下レベル」：都道府
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県大会出場・市町村大会入賞・市町村大会出場・そのほか（出場なし等）での群分けを行っ

た．それぞれの内訳は，国際レベル 89 名，全国上位レベル 183 名，県レベル 188 名，県以

下レベル 184 名であった．目標達成への関心および目標の明確性における逆転項目は，あら

かじめ得点を逆転させて分析を行った．分析の結果，目標コミットメント全体（F (3, 643) = 

7.32, p < .01），目標達成への関心（F (3, 643) = 6.41, p < .01），目標達成への意欲（F (3, 

643) = 5.20, p < .01），目標の明確性（F (3, 643) = 13.33, p < .01）の各下位尺度得点にお

いて有意な主効果がみられた．その後の多重比較により，国際レベルと県上位レベルではコ

ミットメント全体，関心，明確性において，国際レベルと県以下レベルではコミットメント

全体，関心，意欲，明確性において，全国上位レベルと県以下レベルではコミットメント全

体，明確性において成績上位の群が有意に高い得点であることが示された（すべて p < .01）．

目標の困難性の下位尺度得点においては，競技成績による有意な差は示されなかった（F (3, 

643) = 2.00, p = .11）． 

これまでに，目標設定理論に関する研究において具体的な目標設定，および目標に対する

コミットメントとパフォーマンスの向上との一貫した関係性が示されてきた（Locke and 

Latham, 1990, 2002, 2013, 2019; Mento et al., 1987）．また Kwan et al. (2013) の研究にお

いても，目標設定尺度の明確性項目とタスクパフォーマンスとの間に正の相関があることが

示されている．競技成績が高い群ほど，目標へのコミットメントおよび目標の明確性が高い

という結果は，目標設定理論において示されてきた目標とパフォーマンスの関係性と一致す

るものであり，目標設定理論のスポーツへの適用（Locke and Latham, 1985; Weinberg, 1994; 

Kyllo and Landers, 1995）を支持するものであるため，本研究において作成された尺度に関

して一定の構成概念妥当性が示されたといえる． 

 

平均値 SD 平均値 SD 平均値 SD 平均値 SD

目標コミットメント 45.11 6.87 43.89 7.94 42.02 7.04 41.35 7.13 7.46 ** 1 ＞ 3, 4 2 ＞4

  目標達成への関心 21.36 3.13 20.44 3.99 19.59 3.68 19.53 3.82 6.44 ** 

  目標達成への意欲 23.75 5.36 23.45 5.01 22.43 4.37 21.83 4.39 5.36 ** 1 ＞ 4 2 ＞4

目標の明確性 16.69 2.44 15.73 3.19 14.96 2.83 14.45 3.19 13.42 ** 1 ＞ 3, 4 2 ＞ 4

目標の困難性 24.10 3.63 24.14 4.02 23.37 3.93 23.33 3.94 2.08 .10

* p  <.05　　** p <.01

1 ＞ 3, 4

　表4　競技成績と下位尺度得点の比較結果

1：国際 2：全国上位 3：県上位 4：県以下

競技成績

多重比較F値 p（n = 89） （n = 183） （n = 188） （n = 184）
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3) 各下位尺度得点性別による比較 

目標設定尺度の各下位尺度得点性別による比較（表 5）を行った結果，「目標達成への関

心」において，女性の得点が男性に比べて有意（p < .01）に高いことが示された．「目標へ

のコミットメント」，「目標達成への意欲」，「目標の明確性」，「目標の困難性」の下位

尺度得点においては，性別による有意な差はみられなかった． 

「目標達成への関心」因子は，「目標をあきらめたとしてもあまり気にしないだろう」や

「目標についてまじめに考えるのはむずかしい」等の項目から構成される因子であった．先

行研究においては，「目標に向けて諦めずに努力することができる」等の「達成努力」（竹

村ほか，2013）や，「なかなか周囲に認められなくても，辛抱強く努力しつづけることがで

きる」等の「最善の努力」（島本ほか，2013）で，女性の得点が男性に比べ有意に高いこと

が示されている．本研究の結果についても，諦めずに努力するスキルの性別における差異が，

実際の目標に対して諦めずにコミットしているかの差異につながっていると解釈できる． 

 

平均値 SD 平均値 SD

目標コミットメント 42.28 7.67 43.38 7.07 -1.90 .06

  目標達成への関心 19.55 4.12 20.66 3.27 -3.81 ** 

  目標達成への意欲 22.73 4.65 22.72 4.89 .01 .99

目標の明確性 15.40 2.93 15.11 3.25 1.20 .23

目標の困難性 23.73 4.03 23.63 3.82 .31 .75

* p  <.05　　** p <.01

t 値 p（n = 350） （n = 294）

　表5　下位尺度得点の性別による比較結果

性別

男性 女性

 

 

V. 総合考察 

1. 探索的因子分析 

1）目標コミットメント 

探索的因子分析の結果，目標へのコミットメントに関する尺度項目は「目標達成への関

心」「目標達成への意欲」の 2 因子構造が得られた．「目標達成への意欲」は，「スポーツ
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での自分の目標を達成するために，かなり力を入れて取り組んでいる」などの目標達成への

努力や意欲，「スポーツでの自分の目標をよく意識して生活している」などの目標達成への

思いや強い意志（筆野・西岡，2019）に関する質問項目で構成された因子であった．また「目

標達成への関心」は，「スポーツでの自分の目標をあきらめたとしても，あまり気にしない

だろう」など目標を達成できないことに対して許容するか否かに関する逆転項目で構成され

ている因子であった．目標へのコミットメントは，「目標を達成しようとする決意と，目標

を放棄しようとしない気持ち（Hollenbeck and Klein, 1987）」であると定義づけられるが，

2 つの因子は目標コミットメントを表す２つの概念に対応していると解釈できる．また 9 項

目の HWK Goal Commitment Items (Hollenbeck et al., 1989)については，探索的因子分析に

よって 2 因子構造が得られることを示した研究（Tubbs and Dahl, 1991）が存在し，本研究

においても 9 項目(Hollenbeck et al., 1989)のみを対象とした因子分析の結果 2 因子解が得ら

れた（表 6）．したがって目標へのコミットメントは，目標達成へ向かう意欲や決意と，目

標を放棄しないための関心の維持を表す 2 つの下位因子から測定される項目であると解釈さ

れた． 

第1因子 第2因子

Q3 -.796 .024

Q2 -.697 .116

Q6 -.659 -.066

Q4 -.551 -.145

Q1 -.447 .000

Q5 -.331 -.097

Q7 -.033 .827

Q9 .004 .789

Q8 .039 .731

1 2

1 ― -.518

2 ―

因子間相関

表6　9項目コミットメント尺度の探索的因子分析結果

因子負荷量
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2）目標の明確性 

「自分のプレーが周りの人からどのように評価されているか理解している」，「監督・コ

ーチ・キャプテンは，自分の課題が何であるかをわかりやすく教えてくれる」の２つの項目

は，Kwan et al. (2013)の尺度では目標の明確性を構成していたが，本研究における探索的因

子分析の結果，因子負荷量が基準に満たず目標の明確性因子を構成しなかった．Kwan et al. 

(2013) の尺度では，目標の明確性に対して十分な因子負荷量を示していたが，Lee et al. 

(1991) の尺度では，目標の合理性（Goal rationale）を表す項目であり，目標の明確性とは

異なる概念を測定している可能性が示唆される．また「自分のプレーが周りの人からどのよ

うに評価されているか理解している」，「監督・コーチ・キャプテンは，自分の課題が何で

あるかをわかりやすく教えてくれる」の２つの項目は，外的なフィードバックから自身の課

題やそれに対する目標を明確化するものであると考えられるが，スポーツ場面においては通

常，内的または外的な結果のフィードバック（試行回数や試合結果など）を容易に得られる

ことが指摘されており（Weinberg, 1994），スポーツ場面での目標明確化における他者から

のフィードバックの必要性が薄い可能性が考えられる． 

 

3）目標の困難性 

目標の困難性に関する質問項目は，得点の平均値が 4.00 を超える質問項目が 4 項目あっ

た．理由の 1 つとして，本研究と同じく大学生アスリートを対象として行われた先行研究（幾

留ほか，2017；島本ほか，2013）では，国際大会に出場するレベルの選手がどちらも 2％だ

ったのに対して，本研究では探索的因子分析に用いた調査対象者の 17％（86 名）と多かっ

たことが挙げられる．本研究では国際大会レベルの選手と全国大会レベルの選手を合わせる

と全体の 70％以上であった．具体的な目標の内容として，「全国大会優勝」「オリンピック

出場」といった目標を記入した回答者も多く，高い競技環境の中で困難な目標設定を行って

いることが尺度得点を押し上げた可能性が推察される．今後はより幅広い競技レベルの選手

を対象に研究を行っていくことが課題として挙げられる． 

 

2. 構成概念妥当性 

競技成績ごとの比較において，目標の困難性の下位尺度得点はパフォーマンスの有意な差

を示さなかった（F (3, 643) = 2.00, p = .11）．目標の困難性とパフォーマンスの関係性につ

いては，目標が被験者の能力の限界に達するとパフォーマンスが横ばいとなる（Locke and 
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Latham, 2002; Weinberg, 1994）ことが知られている．また達成不可能な目標は，やる気の

低下につながる可能性があり（Locke and Latham, 2019），困難で挑戦的でありながら達成

可能な目標を設定するべきであることが指摘されている（Locke and Latham, 2013, 2019）．

そこで目標の困難性と競技パフォーマンスの関係性について，達成可能性の面から検討を行

った．「目標達成への関心」因子における「スポーツでの目標を達成することは，自分にと

って現実的でない」の項目を使用し，自身の目標達成に可能性を高く感じている群と，目標

達成の可能性を低く感じている群とに分け，競技成績ごとの目標の困難性得点の比較を行っ

た（表 7）．「スポーツでの目標を達成することは，自分にとって現実的でない」の質問項

目に対して，1（あてはまらない）または 2 で回答した者を目標達成可能感が高い群（n = 472），

3（どちらともいえない），4，5（あてはまる）のいずれかに回答した者を目標達成可能感

が低い群(n = 172)とした． 

目標達成可能感が高い群は，国際レベル 76 名，全国上位レベル 147 名，都道府県大会レ

ベル 149 名，県以下レベル 100 名であった．目標達成可能感が低い群は，国際レベル 13 名，

全国上位レベル 36 名，都道府県大会レベル 61 名，県以下レベル 62 名であった．分析の結

果，目標達成可能感が高い群では目標の困難性の下位尺度得点において有意な主効果（F (3, 

468) = 3.26, p = .02）がみられた．多重比較の結果，「全国上位レベル」は「県以下レベル」

と比べて目標の困難性得点が有意に高いことが示された（p = .04）．また，目標達成可能感

が低い群では目標の困難性の下位尺度得点において有意な主効果はみられなかった（F (3, 

168) = .26, p = .85）． 

 

F値 p

平均値 SD 平均値 SD 平均値 SD 平均値 SD

達成可能感高群

目標の困難性 24.25 3.52 24.39 3.72 23.37 3.86 23.10 3.76 3.37* .02

達成可能感低群

目標の困難性 23.23 4.25 23.11 5.00 23.80 3.94 23.23 4.38 .27 .85

* p  <.05　　** p <.01

　表7　競技成績と困難性得点の目標達成可能感別の比較結果

競技成績

1：国際 2：全国上位 3：県上位 4：県以下

2 ＞ 4

多重比較

（n = 76） （n = 148） （n = 150） （n = 100）

（n = 13） （n = 36） （n = 61） （n = 62）

 

 

以上の結果は，困難で達成不可能な目標ではパフォーマンスの向上がみられないとする先

行研究の見解（Locke and Latham, 2002, 2013, 2019; Weinberg, 1994）と一致するものであ
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り，スポーツ場面を想定した目標設定尺度が目標の困難性項目の面でも，ある程度の構成概

念妥当性を有していることが示唆された． 

 

VI. 結論 

本研究の目的は目標設定理論の中核的要素である目標の困難性，明確性，および目標への

コミットメントを評価する尺度として，スポーツ場面に適用可能な日本語目標設定尺度を作

成し，その信頼性と妥当性を検証することであった．探索的因子分析の結果，目標達成への

関心 5 項目，目標達成への意欲 6 項目，目標の明確性 4 項目，目標の困難性 6 項目の計 4 因

子 21 項目によって構成される尺度が作成された．尺度の信頼性検討のために算出したクロ

ンバックのα係数の値は，すべての項目で .70 を上回っており尺度が一定の信頼性を有して

いることが確認された．尺度の妥当性を検討するため，各因子間に共分散を仮定した 4 因子

構造モデルによる確認的因子分析を実施した．分析の結果，4 因子構造の目標設定尺度の各

適合度指標はχ²/df = 1.892，GFI = .944，AGFI = .925，CFI = .965，TLI = .957，RMSEA 

= .042，SMRM = .044 であった．本研究における 4 因子構造の目標設定尺度は，モデル適

合度において十分な妥当性を有していると解釈された． 

また目標設定尺度と他尺度の各下位尺度得点間の相関，各下位尺度得点との関連から構成

概念妥当性の検討を行った．「目標達成への関心」，「目標達成への意欲」，「目標の明確

性」，「目標の困難性」の 4 つの因子に対して，他の類似する尺度と想定した相関がみられ

たことから，併存的妥当性を有していると解釈された．下位尺度得点の競技成績ごとの群間

比較では，困難性を除くすべての項目で競技成績の高い群の下位尺度得点が低い群に比べて

有意に高かった（p < .05）．また目標達成の可能性を高く感じている層では，目標の困難性

得点は競技成績の高い群の方が有意に高いことが示された（p = .04）．これらの結果は，先

行研究（Locke and Latham, 1990, 2002, 2013, 2019; Mento et al., 1987; Kwan et al., 2013）

における困難で具体的な目標設定，および目標に対するコミットメントとパフォーマンスの

一貫した関係性と一致するものであり，目標設定理論のスポーツへの適用（Locke and 

Latham, 1985; Weinberg, 1994; Kyllo and Landers, 1995）を支持することから，本研究にお

いて作成された尺度に関して一定の構成概念妥当性が示されたと解釈された．今後は作成さ

れた尺度をもとにスポーツ場面における目標設定理論に関する研究や，パフォーマンス向上

の介入研究などが進むことを期待するとともに，調査対象者の幅を広げるなど，尺度の信頼

性や妥当性を高めていくことが課題である． 
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